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はじめに
年代に入り、ロシアは 近代化 を経済政策の中心に掲げ、イノベーションに関連
する政策に取り組み、その方向性は 年以降の第 期プーチン政権下でも保持されてい
る。資源に傾斜した経済構造を多角化しイノベーションに依拠したものに取り換え、持続
可能な成長を確保すること、社会主義システムからの体制転換期を経て低迷している国際
競争力を引き上げ、それに沿った資源の再配分を達成することが政治目的に掲げられ、実
際にプーチン大統領自身、自らの政策綱領に 万人分の高度専門職を創出することすら
盛り込んでいる。
こうした経済政策が打ち出される背景には、 年リーマン・ショックにより露呈した
脆弱な経済構造、すなわち世界市場、とりわけ油価に対し過度に感受性の強い経済、著し
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の
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済地域研究センター、経済研究所）、伏田寛範氏（日本国際問題研究所）、田中宏氏（立命館大学）、
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く低い労働生産性と老朽化した国内の産業基盤、さらには劣化するスキルがロシアの成長
の足枷になっており、それゆえにイノベーションは単にロシアの科学・産業基盤の引き上
げを意味するだけでなく、産業構造そのものの改革、市場環境の改善、生活様式の変化さ
らには労働市場のあり方にまでかかわる重要な政策、言い換えれば成長の質そのものを高
める政策 に位置づけられてい
る。野心的な政策は、立案ではなく実施となると、それほど簡単なことではない。国家資
本主義と称されるほどに伝統的に国家の強い手に立脚した研究開発政策が市場のそれに転
換するには、政策だけではなくプレーヤーそれ自体、さらにはその行動と価値観が変化す
る必要がある。しかし、 政治化した経済モデル （ ）の転換は
生じておらず、予算だけでなく人材、インフラなど慢性的なイノベーションの制約要因は
温存されている。
政策意図と政策実施の障壁は、 年以降の経済危機のなかでその困難さを際立たせて
いる。クリミアおよびウクライナ問題を契機とした西側諸国による経済制裁とそれに対す
る対抗措置がロシア経済の危機状況を増幅させただけではなく、輸入制限は技術導入にブ
レーキをかけることで政策の要にあるイノベーションそのものを困難にしている。為替
レートの切り下げもまた輸入を困難にする一因になる。こうした厳しい国際政治経済環境
のなかで、不安定に推移し実現可能性に課題を抱えるイノベーション政策は、果たして持
続され、実現することができるのであろうか。それを通じてロシアの成長の質は高まるの
であろうか。
体制転換においてマクロ・ミクロの経済政策は注目されても、イノベーション政策、そ
の実施過程には必ずしも光を当てられてこなかった。市場経済化がマクロ経済安定化、自
由化、そして私企業の創出を重視し、たとえ技術革新が俎上にあがっても、また直接投資
など技術伝播に関心が向けられても、構造転換そのものには注意が払われることはなかっ
た。しかし、 が体制転換前の水準に回復したにもかかわらず、成長基盤は国際市場
への感受性を強めかつ労働生産性の回復が遅れることで、さらには世界的にビジネス環境
を改善するための構造改革が重視されナショナル・イノベーション・システム（
）の構築が課題となることで、そして何よりも当事者が近代化を口にす
るに及んで、移行経済ロシアにおけるイノベーションはロシアの経済システム改革だけで
なく、経済の持続的な成長可能性を考えるうえで重要な研究課題になっている。例えば、
（ ）は移行後のロシア科学の動向を分析し、危機は否定的な結
果とともに政策を転換させ、科学が生き残ることを可能にしたこと、科学者のメンタリ
ティそのものにも変化が生じていること、ただしソ連のシステムそのものが生き残ってい
ることを明らかにしている。構造変化の可能性をさぐるうえで、 （ ）はソ連
の科学技術とは対照的にロシアのイノベーション面の遅れを重視し、スキルとイノベー
ションを強めない限り持続的な成長はないとさえ断ずる。西側のイノベーション研究の刺
激を受け、 （ ）はより長期の視点からイノベーション戦略を論じたが、こ
の研究はちょうどロシアの政策転換の過程とも期を一にしている。少なくとも 年代
以降、ロシアは経済成長軌道の改革を視野に、イノベーション政策を重視するに至り、市
）政策および近代化の動きに関しては溝端（ ）および溝端編（ ）を参照。
）ソ連の発明、知財は世界的にもアメリカに対抗する位置にあった
。
）ソ連末期（ 年）には固定資産は増加したが、 年に年平均 縮小し、 年間に
分の 以下に縮小することになる。固定資本投資は 年まで拡大していたが、 年から縮小した
。 年代初期・中期のロシアの科学への資金と政府支援はきわめて惨めで、頭
脳流出がそれに拍車をかけたが、この事態はプーチンが登場する 年まで続いた（
。
） を参照。 年に大統領付属科学・ハイテク評議会が設置されたが、
年に民生科学への支出が対 比 ％で、それは 年まで ％程度に低下していた
）。
場移行の動態もそれと切り離すことはできない。
本稿は、一連の政策変動をトレースすることで、ロシアにおけるイノベーション政策の
方向性とその個性を検証するとともに、市場の質と国家の質の両方の側面に光を当てるこ
とで、イノベーションを制約する要因を析出することを課題としている ）。イノベーショ
ンと市場の質に相関関係がある以上、イノベーション政策そのものの展望を市場の質を規
定する要因によって考察しよう。
． イノベーション政策の進化
ソ連の遺産 ）を引き継いで、体制転換後ロシアのイノベーション政策は、政府の退
却、民営化と企業・市場の主導性に基づくものであり、頭脳流出を止めるためにも知財法
も含めいち早く制度基盤の構築が進められた。危機下にある研究開発を確保するために競
争的環境の創出と選択的な支援が指向され、 年代後期には政府は税特恵の付与や事業
の規制緩和を行い、ベンチャーファンドが創設された。しかし、 ポストソビエトロシア
での改革はソ連経済の 弱点 を克服することはできなかった 。
ソ連期に企業は科学技術ファンドを留保して研究開発を実施したが、 年科学技術政策
省（後に改称する）の下に創設されたロシア技術発展ファンドと予算外の科学技術ファン
ドに当該ファンドは引き継がれ、そうした資金は多くの研究開発の支援に振り向けられ官
民の共同プログラム実施の役割を果たしたが、法的基盤の脆弱さがその効果を削いでいた
。結果として 年代には急激に固定資産が縮小し、イノベー
ション能力が低下しただけではなく ）、ソ連時代からの遺産とも言うべき国家主導性、営
利化（応用）の弱さ、国防部門への傾斜といった特徴は温存された。つまり、ロシアのイ
ノベーション政策はソ連の遺産と負債、強さと弱さの延長線上に位置していたのである。
とりわけ、応用・営利化への遅れ と基礎科学
への傾斜、科学都市の存在はソ連時代の象徴であったし、未整備かつ老朽化したインフラ
ストラクチャもまた負の遺産と目された 。
危機からの脱出のため、 年代以降、明確に国家化（ ））、規制
強化がイノベーション政策の推進力に位置するようになった。市場、企業がイノベーショ
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ンをリードするにはその能力があまりにも弱いだけではなく、市場環境そのものも整備さ
れていなかったからである。例えば、 年にロシア科学アカデミーはそれまで半ば自律
性を有していたが、それを喪失し国家機関化した（
）。同時に、多くの長期開発計画文書が採択され、新しいパテント法、新しい民
法など法制度の整備もまた並行して行われた。もっとも、市場経済化に伴う営利化が後退
したわけではなかった。中小企業や大学のスピンオフを支援する枠組みも創設され、リス
クの大きい環境のために次々と新しいイノベーション制度が構築された ）。国家コーポ
レーションもまた、国有には違いないが営利性を持ち込む経路になった。概していえば、
科学技術に関連する多くの基金は国家の法令、連邦財政に依拠して編成されたのであり、
企業の内部留保の役割は限られていた 。
イノベーション政策が前に歩みだす 年代初の政策は、 年までの時期とそれ以
降に向けた科学技術発展分野におけるロシアの基本的政策 （ 年 月 日大統領令、
）とそれに付随するふたつの決定 （ 、宇宙航空、新素材、新輸送技術、
次世代武器、環境、省エネなど優先領域の選択）と （重要な技術リスト）であ
る。イノベーションは政策の核に位置づけられ、ハイテク部門に資源を集中し、国家がそ
の支援を行うというスタンスであるが、政府介入に際しパテントの営利化など市場的な措
置も重視された。インフラ整備はもとより、クラスターの創設、新しいイノベーション制
度も指摘されている。 年政府は 研究開発組織の管理への参加概念 を採択し、政府
機関の縮小を提起しているが、現状を変えることはなかった（
）。
第 期プーチン政権（ 年）のもとで、国家の主導性を背景に戦略的産業部門
を選択した産業政策が経済政策の主軸になった。産業政策、戦略的産業指定による経済へ
の介入は 年大統領教書に明確に提示され、この産業政策にはイノベーション政策も含
まれている。さらに、 年新稿 科学および国家科学技術政策 連邦法が採択され、国
家のイノベーション政策こそが競争力を引き上げる手段と位置づけられ、同年教育科学省
下の官庁間委員会は 年までのロシア連邦の科学およびイノベーションの発展戦略
を採択した ）。この戦略でも中期的な目的として、効率的なイノベーション・システムと
それに依拠する成長が提起されている。 年にはロシアのトータルな社会経済政策とし
て プーチン・プラン が提示され、その政策課題には経済・社会の近代化、環境基盤の
整備、社会領域・生活水準の向上、そして競争力のある経済が含まれていた。並行して、
年教育科学省は 年までのロシア連邦の科学技術発展および経済の技術的近代化
）テクノロジーパーク（研究と産業の協力組織で、ソ連末期から設立され、モスクワ電子テクノロジー
研究所がその成功事例と言われる）、イノベーションテクノロジーセンター（最初のセンターは 年
に政府によって創設され、資金提供を受けたが、必ずしも旺盛に設立されることはなかった）、経済特
区（生産とハイテクの特区があり、法律に基づく）、技術の営利化を促進するテクノロジー移転オフィ
ス、ベンチャー企業などが設立された（
）。
）あわせて 年までのイノベーション・システムの発展分野におけるロシア連邦の政策の基本方
向 （ 年）がある。
） 年大統領選挙をめぐり、メドヴェージェフとプーチンの間の争点として近代化とそのための政治
的スタンスが指摘されている 。
）ロシア政府指令 月 日承認。経済発展省によるもので、プーチン・プランとその後のメ
ドヴェージェフの政策路線を指し示す文書である。
）
） 年 月 日付けイノベーションセンター スコルコヴォ 連邦法で特恵が定められている。
の総合プログラム を策定し、国家主導での政策推進を主張する
。
年 月、プーチン大統領は任期終了に当たり、 年までのロシア発展戦略 策定
の重要性を提起する。近代化はこの 年戦略に立脚する。そして、 年メドヴェー
ジェフ大統領の政策はプーチンの戦略の延長線上に位置し、世界経済危機の深刻な影響が
及ぶなかで、エネルギー・資源依存を強めたロシア経済に対する危機感も近代化を促す触
媒になった ）。結果、経済政策の中軸に位置づけられたのは、 年 月イノベーショ
ン社会へ方向づけて発展を指向する 年までのロシアの長期社会経済発展コンセプ
ト （政府指令 ））であった。このコンセプトでは、総付加価値に占める石油ガ
ス部門の比率を 年 ％から 年 ％に、イノベーション部門の比率を同じ時期
に ％から ％に変えることで、国際競争力を引き上げ、イノベーション社会を構築す
ることが狙いとされている。
年 月、ロシア経済の近代化および技術発展に関する委員会（近代化委員会）が設
置され、技術面の突破口となる、新規燃料開発を含めたエネルギー効率、原子力、テレコ
ムと結びついた宇宙技術、医療技術、スーパーコンピュータを含む戦略的情報テクノロ
ジーが提案された。 年 月 日大統領教書は近代化の つの戦略的方向を提起してい
る ）。 医療機器・テクノロジーおよび製薬、 エネルギー効率の引き上げと資源の合
理的な消費、 原子力エネルギー、 宇宙技術とテレコム、 現代的情報テクノロジー。
メドヴェージェフ政権はまさに近代化推進政権であり、象徴的なプロジェクトはイノベー
ション都市 スコルコヴォ プロジェクト ）と、個々の部門・企業のなかからの ナ
ショナルチャンピオン 選択であった。
近代化政策が 年秋から本格化したとすれば、それは世界経済危機に対する反危機政
策と並行して実施された。両方の政策は、潜在成長力を引き出し、政府が支援するという
点で共通するが、短期の危機脱出に重心をおくか、長期の成長基盤の形成を重視するかで
相反する。
年ロシア連邦政府反危機基本活動方針 （ 年 月 日承認）時点では、落ち
込みの要因が引き続き作用しており、反危機政策が近代化に優先された。近代化第 期
（ 年）は危機回復に当てられたが、 年には速やかに近代化に重心を移す必要
があり、 つの措置が示された。 経済の多角化、内需の刺激、新しい現代的な生産の創
出、 イノベーション活力の刺激、 基軸的なハイテク・インフラ部門の発展、 長期資
金の形成、 金融制度の近代化、 人的資本の発展、 国家部門と予算領域、 マクロ経
済政策の近代化。 年 月、プーチン首相はいち早く危機からの回復を宣言し、 年
月近代化にバイアスをかけた政策スタンスを表している。
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年に入り、近代化論争は一段と熱を帯び、ピークを迎える。同年 月 年までの
ロシアの社会経済発展戦略の焦眉の課題に関する提案策定専門家会合では、 の作業部会
が設置され、近代化政策が検討された ）。最終的に、 年 月 部 章からなる大部の報
告書 戦略 新しい成長モデル・新しい社会政策 が公表され、副題が指し示すよう
に、資源輸出に依存する成長ではなくイノベーションと人的資本の発展に依拠する成長軌
道を提起している。
．イノベーション戦略の行方
イノベーションは近代化の中心的概念になる。新しいイノベーション政策の中核に、経
済発展省の イノベーションロシア ）（ 年 月）が座り、政府は 年までの
イノベーション発展戦略 （ 年 月 日付け 、以下発展戦略）を、そして
年 月 日に科学技術発展の国家プログラムを採択している。プログラムは発展戦略
を実現するための戦術であり、 の ％分を 年までに研究開発に振り向け、基礎科
学を保持すること、選択的な分野に融資することを定めている。世界的な技術進歩の加速
下で競争力の向上が求められていること、頭脳流出など競争力の規定要因をめぐる世界的
なたたかいが熾烈になっていること、気候変動問題・高齢社会化・保健衛生・食糧安全保
障などグローバルな課題が先鋭化していること、さらに 年までの計画が達成されてい
ないことがイノベーションを求める背景にある。ことに、 年世界経済危機は既
定路線の実施を困難にし、イノベーションへの民間投資の縮小、構造上の弱さを露呈させ
た。
発展戦略はエネルギー戦略、輸送戦略などと並行して策定され、かつ科学技術発展、教
育、情報化社会などの国家プログラムと結びついている。国家参加型のベンチャー基金・
技術発展基金・開発銀行・対外経済銀行・ロスナノなどが戦略推進組織となる。
戦略は質量両方の指標で方向づけられる。イノベーション企業の比重を 年 ％か
ら 年 ％に引き上げること、世界のハイテク製品におけるロシアの比重を 年
までに 部門以上の ％以上にすること、世界のハイテク製品の輸出比率を 年
％から 年 ％に引き上げること、 に占めるイノベーション部門の総付加価値
比率を 年 ％から 年 ％に引き上げること、工業総生産高に占めるイノ
ベーション製品の比率を 年 ％から 年 ％に拡大すること、国内の研究開
） 年 月に新しい 年までの長期発展戦略の策定がプーチン首相の下で始まり多くの専門家が参
画した。会合はロシア国民経済アカデミーとロシア高等経済大学院に貢献を依頼したもので、マクロ経
済、保健、行政障壁除去、グローバル市場での地位強化などの 作業部会を含む。
） 分野 課題から構成されており、それにはグローバル化への対応、インフラの創出（ロシア技術発
展ファンド）、効果的な科学、地域開発、政治（調整機能の付与）などがあり、次の つの課題が含ま
れる。 生活様式と労働の変化とイノベーション階層の拡張、 新規イノベーション会社の増大、 政
府の管理手段におけるイノベーションへの方向付け、 釣合いのとれた研究セクターの編成と国家イノ
ベーション・システムの民間開放、 効率的で弾力的なイノベーションの普及。
発支出を 年 の ％から 年に ％に引き上げその半分以上を民間投資に
よること、世界のトップ に入る大学数を拡大すること、パテント数を拡大することな
どが量的指標になる。戦略の重要課題は、イノベーション領域での人的潜在力の成熟、ビ
ジネスのイノベーション活力の引き上げ、政府の イノベーション性 の向上、安定した
研究開発部門の編成、世界市場への開放性の向上、イノベーションクラスターの形成であ
る。なお、中小企業支援策もまたイノベーション促進のひとつの戦略と位置づけることが
できる（ ）。
イノベーション戦略には つのシナリオがある。第 は惰性的輸入指向型技術開発であ
り、この場合イノベーション力はさらに低下し、外国依存を強める。国内でのイノベー
ション需要が低く、国家支援が温存される。先進国だけでなく、中国など新興国にも遅れ
をとる。第 はキャッチアップ・局地的競争力型であり、輸入技術と限られた国産の発展
に基づく。国内での需要は安全保障・国防関係と、エネルギー・資源部門の発展に依存
し、基礎・応用研究は営利性をもつ領域に限定される。この型は日本、韓国、マレーシ
ア、シンガポールなどの東アジアモデルであり、研究開発部門の近代化における国家の役
割は大きい。このモデルは短期間で実施可能である反面、厳しい競争にさらされ、最新技
術の導入が困難であり、何よりも輸入依存が高くなる。第 は主要科学技術部門および基
礎研究での主導国化であり、前記のコンセプトに照応している。潜在的にロシアは航空宇
宙、ナノテク、複合材料、原子力・水素エネルギー、バイオ医療などで主導性をもつ。総
花的ではなく、競争優位性を有する部門で主導性を発揮し、多くの部門でキャッチアップ
型を行う複合戦略が最適と目されている。それには新しいイノベーション・技術職の需要
を拡大するとともに、発達した国家のイノベーション体制が必要になる。危機後の投資欠
如から惰性型に向かう危険性は強いが、戦略はそれを 受け入れがたい と見なし、第
と第 の混合型こそが近代化を進めると主張する。
実施過程は つの時期からなる。第 期（ 年）は経済のイノベーションへの
感受性の高揚期であり、イノベーションへの低い関心を転換させる。財政投入、官民共同
事業、教育投資、イノベーション企業の支援、中小ビジネスの支援がその方途となる。第
期（ 年）に、研究開発投資に占める民間の比重を拡大し、産業の大規模な再
編を実施する。信用保証などでロシアのイノベーションの果実を海外に向ける。イノベー
ション戦略は、人的側面、イノベーションビジネスと競争力の引き上げ、科学（世界水準
の導入と研究費の引き上げ、専門家の養成）、政府（政府のイノベーション化と公開性の
引き上げ）、グローバル化（海外市場向けハイテク企業の支援、ロシアへの直接投資の促
進、国際協力の拡大）、地域（イノベーションクラスター形成）、インフラ、法律・金融整
備の側面から総合的に実施される。しかし、現実には、発展戦略の実施はそれほど容易で
はなく、制度環境の整備や実施過程の遅れから再編を余儀なくされていると言わざるを得
ない。
プーチン第 期（ 年以降）においても、非現実的と言われる 万人分の高生産性
職の創出を含めて発展戦略の基本方向は堅持され たまま、引き続
き国家化が働いている。とりわけ、 年にウクライナ問題から西側の対ロシア経済制裁
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が強まり、外国からの輸入・借り入れが困難になるなかで、地方政府も含め、国家の役割
は大きくなっており、経済・イノベーションに対する負の効果も鮮明になっている。西側
との対外経済関係の縮小は軍事技術協力および両用技術買い付けの停止、共同研究開発の
停止をもたらし、金融部門、燃料・エネルギー部門に打撃を与えた
経済制裁下での輸入代替工業化政策と、産業政策は、強まる国家化のなかで政策の支柱
に位置づけられるが、国家の強い手が政策の有効性を保証するわけではなく、とくにイノ
ベーションにおけるリスクは大きい 。 （
）は輸入代替の可能性を否定する。 年に製造業における総投資額に占
める輸入機械の比重は ％ほどになり、その比率はゴム・塑性材料生産で ％、繊維・縫
製で ％、木材加工で ％、輸送機械・設備で ％と一段と高く、輸入制限あるいは輸入
品の高騰はイノベーションに負に働く。また、国内の類似品が欠如していることも輸入代
替を促さない。そのうえ、 年 月産業政策法は、ハイテクおよび競争力のある工業を
編成することにより資源輸出依存型経済をイノベーション型発展に転換する目的で策定さ
れたが、この法律には具体的な措置、優先的な融資措置が伴われず、産業発展の体系的な
アプローチは見られなかった 。経済パフォーマンスが悪化するな
かで、 年 月経済社会安定化政策 経済成長の活性化計画 が提起されており、そこ
では成長刺激策としてシステム形成企業および中小企業への支援、特定産業・企業の支援
が打ち出されているが、資金確保、具体化の手立てが盛り込まれず、 年戦略の策定も
不透明なままで、政策は漂流している。
．国家主導イノベーション政策
ロシアのイノベーション政策の最大の特徴は国家の主導性にある。資金源泉は国家に基
づくこと、イノベーションが法制度、政策体系の構築に依拠して推進されたこと、産業政
策およびインフラ構築を優先したこと、国家資本主義を特徴づける経済構造が構築された
こと ）から、国家以外に推進力の役割を果たす主体はロシアに存在しなかった
。大規模な国家コーポレーションや垂直統合型国家企業がその主役であった。
もっとも、国家以外に推進力がないことは、国家セクターがイノベーションに対する動機
を高めていることを意味するわけではなく、むしろ多国籍企業に比しても動機が低いこ
と、市場探索への関心の低さおよびハイテク管理の拙さから国家規制・介入が効率の低い
ものであることも問題視されている 。
国家介入には直接と間接の両方がある 。直接介入には、国家コ
ーポレーションなど直接の国家企業によるイノベーション活動が存し、そのうえに知財の
保護、融資、基礎・応用研究および教育政策、国家発注、優先の選択と国家契約などが含
まれる。連邦特定プログラムは連邦法に依拠するイノベーション実施の有効な管理手段に
）溝端（ ）を参照。
なり、 年に プログラムで、 億ルーブルが投下されている。このプログラムには
ハイテクの発展 、 ナショナル技術基盤 、 宇宙プログラム 、 科学技術発展優先領域
についての研究開発 、 イノベーションロシアの科学要員 などが含まれ、市場における
イノベーションが進まない場合に推進されるものであり、私企業のイノベーションをも促
進する。
一方、間接介入にはイノベーションを促す次の措置が含まれる。税および加速償却政
策、革新的中小企業の創出と支援、イノベーション主体への特恵付与、イノベーションイ
ンフラの形成など。課税特典（ 年 月 日法）や税法典の修正（とくに付加価値税の
減免、科学研究分野での利潤税非課税、税制の簡素化や自由経済圏の設定など）、高い効
率設備の特別償却制度、投資に対する特恵、中小企業発展法（ 年 月 日）および経
済発展省による国家支援措置、科学技術領域における小企業発展促進ファンド、ベン
チャーファンドなどがその具体的な措置に該当する。インフラには、テクノパーク、ビジ
ネスインキュベーター、技術移転センター、産学協同なども含まれる。
政府介入が企業立地と結びつく以上、政府介入は地域政策とも関連する。とくに、 科
学都市 といった特別都市がイノベーションの担い手になっている 。
科学都市は、科学・生産機関の職員数が当該自治体就労者総数の ％以上を占める、当該
の製品が域内生産の ％以上にあたるといった条件に沿って指定されており、 年ロシ
ア連邦法、大統領令にその地位を規定されている。公式に指定された都市以外にも非公式
にその属性をもつ都市も存在しており、イノベーション支援はそのまま地域支援と結びつ
く。大部分の科学都市はモスクワ州に立地し、その歴史は知的・科学技術力の形成と集積
（ 年代）とポストソビエト期の発展（ 年代以降）を経ており、後者の時期
は 年代と 年代に分けられる。 年に当該自治体の合併を促すために ロシア科
学都市発展連盟 が設立され、法制度面が強化された。 年にその地位を規定する法が
採択され、原子力、航空機、軍需、エレクトロニクスなどが科学都市の主要な産業分野で
あった 。
官民共同事業もまた国家主導措置になる。民間ビジネスと国家の釣合いのとれたパート
ナー関係は存在していないにもかかわらず、官民共同事業発展センターは 年 月に創
設された。国家の不十分な支援、組織の拙さ、汚職などにより官民共同事業の効率性は高
くないだけでなく、現状はその法的地位をめぐる議論の段階に過ぎず、世界的な経験との
相違性も鮮明になっている 。
国家レベルによるイノベーションは、国家により整備される制度、組織、そして教育や
産業に関する政策によって確立されるナショナル・イノベーション・システムに基づいて
おり、それは同時に企業や産業組織の制度・組織的要因に規定される。そこでは、製造業
を重視する国家の経済政策が競争優位に導くという考え方が中心であったが、日本型生産
システムの後退から、特定地域における企業・大学・研究機関などの集積とネットワーク
を重視する考え方にシフトしている（末廣 ）。 政府と民間との協力体
制、製造業と非製造業（金融・サービス業）の連携、大学や会計事務所を含むフレキシブ
ルな企業ネットワークの構築を強調する視点が、前面に押し出され （末廣 ）
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）ている。
ロシアにおいてナショナル・イノベーション・システムの議論は遅れて進展したが ）、
年代に活発に議論されるようになり、 年の 年までのロシアの長期社会経済
発展コンセプト は効率的なナショナル・イノベーション・システムの形成をイノベー
ションと国際競争力に不可欠と見なしている
。このシステム編成は国家による研究機関の設置、インフラの創出を意味してお
り、教育セクター、研究開発セクター、サービスセクター、企業活動セクター、イノベー
ションインフラストラクチャ（情報、組織、金融）から成り、科学都市およびその科学・
生産組織、国家化された企業も内包していた 。政策は
国家を推進母体としており、かつ石油・ガス依存経済からの脱却と既存の技術・スキル劣
化から経済構造の転換を指向する 。
年代の国家主導型のイノベーション・近代化はナショナル・イノベーション・シス
テムの構築を意識した政策から出発した。 ロシアのイノベーションの遅れは多くの問題
に関連している。何よりも国内ビジネスにはイノベーションの伝統が欠如しており、その
大部分が非競争的な環境のなかで資本を生み出し、それをレント指向の利益取得に振り向
ける。それはロシア市場における競争が行政資源と結びつき、イノベーション財と結びついて
いないことにも関連する。このために、ナショナル・イノベーション・システムは分断化さ
れ、教育、科学およびビジネスの間に制度上のギャップを生む。 イノベーション教育 の状
況も一義的なものにならず、多くの否定的な傾向に特徴づけられる 。
つまり、競争の欠如と制度の不完全さがナショナル・イノベーション・システムを国家化
するとともに、非効率なものに押しとどめるのである。その一方、 イノベーションロシ
ア では国家主導性を保持しつつも、人的資本の発展や官民共同事業の発展など新し
いタイプのイノベーションによる競争力の引き上げも示唆されている。ロシアのナショナ
ル・イノベーション・システムにおいては、独自の国家主導、伝統的なネットワークの影
響力、国家介入の異常肥大化傾向が強く、それゆえにロシアのイノベーション政策および
実施の体制には歴史的経路依存性が強く検出される（ ）。
．イノベーションロシアの現実
イノベーションの実像はどのようなものかを確認しよう ）。
ロシアのイノベーションに進歩が見られる画期は 年である。政治的な決定や政治文
書ではなく、危機こそが促したといっても過言ではない。イノベーション関連の投資が拡
）ナショナル・イノベーション・システムは （ ）、集積とネットワークは （ ）
による。全体のレビューは末廣（ ）による。
）アメリカの事例研究はロシアのスタンスのベースに位置している
。
）本節のデータは主に、 および 統計
に依拠する。
） 年 ％、 年 ％（イノベーション総支出に占める自己資産比率、
年 月 日アクセス）。
大し、新製品の導入が利害関係者に受け入れられ、エコロジーイノベーションのような新
指標さえ導入された 。研究開発機
関を保有する企業は増加し、その活動は活発化している。とくに、研究開発費用は 年
代に右肩上がりで伸び続け、工業企業の研究開発費用は 年に 年の 倍に増加し
ている。全体として、研究開発費用の変動はインフレ率を差し引いても著しい伸びを示し
ているが、それは の成長率と同じ水準であるともいえる（第 図）。ただし、金額の
伸びを過大に評価できない。対 比は先進国に比しても、他の新興経済に比しても小
さく、 年代は停滞的である。研究開発費の利用者は圧倒的に企業部門であるが、
年代に相対的に国家の比重が増加している。また、研究開発費の原資は国家（予算と予算
外）に依存しているが、 年代にその比重を増加させている。こうして、研究開発の資
金の流れは確実に国家化しているのである（第 図。第 図）。
産業部門別にイノベーション関係の支出分布を考察すると、 年に 割近くを製造業
が占めているが、そのうちコークス・石油製品（ ％）、輸送手段・設備（ ％）が
多く、次いで化学、金属、電子設備となっている。また、工業部門の投資源泉では圧倒的
に自己資金が大きく ）、予算関連は ％ほどに過ぎない。資金は圧倒的に機械・設備購入
にあてられ（約 割）、自前の研究開発は 割ほどに過ぎない。
研究開発費の上昇はロシアのイノベーション力の強化に直結したわけではなかった。イ
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第 図 国内の研究開発費用の変動
（注）費用は左軸で 億ルーブル、対 比は右軸で 。
（出所） 年 月 日アクセス。
ノベーションにかかわる国際的な価値移転を指し示すサービス貿易収支は、ロシアの入超
の著しい拡大傾向を明らかにしている（第 図）。皮肉なことに石油・ガスによる利益は
大量の機械輸入とともに、技術導入の原資にも用いられたのである。とくに、急上昇して
いるその他には、リース、設計、技術・貿易ビジネスなどが含まれ、研究開発は設計から
機械本体、さらにサービスまで含め外国に依存し、その依存度は強まっているという構図
第 図 部門別研究開発支出
（出所） 年 月 日アクセス。
第 図 出資源泉別研究開発支出
（注）国家は予算と予算外基金の合計、企業は企業部門と外資の合計。
（出所） 年 月 日アクセス。
）伝統的製品から新規の製品へのシフトは漸進的に生じており、およそ ％のイノベーションに積極的
な企業経営者がその考え方を変えている 。
が浮かび上がる。
イノベーション企業数は著しく少なく、その規模が増加していないだけではなく（第
図）、官と民のイノベーションギャップが大きい。公的部門の研究開発が全体の ％を占
め（ ）、国内の研究開発費用の原資の 分の 以上は政府資金で民間は
％と 平均とは真逆の官民構成になっており、政府の異常肥大化した構造が浮か
びあがる 。研究開発従事者は全
体 でも工業企業でも減少しており、設備は更新されず、老朽化している。多くの企業で
は研究開発経費の支出が困難であり、イノベーション製品をもたない企業が半数ほどを占
め、イノベーションの水準は世界的な競争に耐えられるものではない ）。もっとも、イノ
ベーション財の比重は 年以降に急激に増加している。第 図はその部門別の推移を指
し示している。明らかにイノベーションの拡大をリードしたのは輸送機器と石油製品であ
り、外資にリードされたことがうかがわれる。
実体部門における投資活力もイノベーションの部門別推移を表す。投資規模および投資
成長率が大きい部門として石油精製、化学、機械があり、このうち機械工業では自動車、
電力設備、国防部門の つの分野がリードし、いずれも近代化、イノベーションに関連す
る。このうち、自動車生産は技術格差から外国メーカーにリードされており、外資の現地
生産比率の上昇、自動車部品現地生産化が観察されており、イノベーションは外資依存と
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第 図 サービス収支とその内訳（ 億ドル）
（出所）ロシア銀行 年 月 日アクセス。
第 図 イノベーション企業と生産（％）
（出所）
（ 年 月 日アクセス）。
第 図 イノベーション製品（労働）比率（％）
（出所） 年 月 日アクセス。
言い換えることができる。国防部門は、国家あるいは国家企業にリードされ、それには情
報衛星もまた含まれる。 年の連邦予算から衛星測位システムに 億ルーブル
が振り向けられ、まさに 降ってわいた大金 と化している。このほか、対空部門、アル
ミニウム・チタン生産も国防部門の投資拡大領域に加えられる 。
ハイテク部門の発展動向に焦点を絞ろう
。ロシアではハイテク部門に関連するものとして、同部門の核と言われる
軍需産業コンプレクス、原子力産業・原子力発電所の建設操業を含む原子力コンプレク
ス、化学製薬およびミクロバイオ化学部門（塑性製品、化学繊維などを含む）のハイテク
生産、科学的器具製造部門、医療機械生産が含まれるが、 の基準に合わせて 、
航空宇宙、特殊機械、電子工業、原子力、製薬、航空輸送に分けられ、前からの 種が全
生産額の 分の を占める。
年のハイテク部門の生産動態は、工業全体の 倍増に比して 倍増と大
きく成長している。とくに 年以降の成長は著しく、航空機宇宙部門と特殊機械生産部
門が主要部分を占めており、それは輸出の拡大に基づく。第 図はハイテク部門の生産動
態を、第 図はその輸出動態を指し示している。ハイテク部門は全体として伸びている
が、とくに航空宇宙および電子工業の成長が著しいこと、輸出の伸びもまた著しく高く、
とくに軍需部門の輸出が大きいことが明らかになる。ただし、ハイテク部門への需要は輸
出にリードされるわけではなく、圧倒的に国防発注や連邦目的プログラムなど予算部門に
依拠しており（ 年に ％）、概して増加傾向にある。民生ハイテクの需要は停滞的で
あり、設備老朽化から生産の低迷も観察される。国家発注規模の大きさは価格の不透明さ
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第 図 ハイテク部門の生産動態（ 年 の指数）
（出所）
や汚職などの問題を内包している。少なくとも、ハイテクの国家化が観察され、競争市場
がイノベーションをリードしているわけではなく、その意味ではロシアのハイテクはきわ
めて経路依存的な発展を遂げていると見なすこともできる。
企業はイノベーションにどのように反応しているのだろうか。ここでは 年の
ロシア高等経済大学院によるモニタリング調査 ロシアの製造業およびサービス部門の企
業のイノベーション活力モニタリング に依拠して考察しよう ）。
ロシア企業の多くはイノベーション製品の増加を優先しておらず、新製品を競争優位の
条件と見なしているわけではない。かれらは国内市場、とりわけローカル市場をターゲッ
トにおいているからであり、厳しい国際市場の競争を想定しているわけではないうえに、
競争度合いは強いわけではない。そのうえに、世界経済危機は、イノベーションへの経費
を引き下げている。
イノベーションが十分でない要因として、ナショナル・イノベーション・システムの脆
弱さ、イノベーション関係経費支出の非効率性と不十分な規模、すなわちイノベーション
への資源投入の相対的な低さのうえに、そもそも研究分野への資源投入の低さが観察され
る。ロシアに限らず市場移行経済ではイノベーション経費に占める科学研究への支出は相
対的に小さく、大部分が固定資本更新に向かう。短期的視野から更新投資への傾斜が生じ
）同大学院が 年、 年に実施した製造業トップマネージャーへのアンケート調査
も利用している。
第 図 ハイテク部門の輸出動態（ 億ドル）
（出所）
）技術水準の低い部門では、既存技術の利用が支配的であり、資金がイノベーションに向かわない
。
）組織イノベーションは新しいビジネス実施方法、職場の編成、対外関係の方法にかかわり、管理費・
取引費用の引き下げによる効率化を指向する。マーケティングイノベーションはマーケティング方法の
変更、デザインや包装の変更、販売方法の変更、新しい価値戦略の創出などを意味する。ロシアの工業
部門で、新規の組織導入などの試みは工業企業の ％、後者のマーケティングについては ％で、イ
ノベーション全体の比重に比して著しく低い 。
ている。自前の開発力がないために、投資は新製品の開発などのイノベーション活動に向
かわず、輸入技術への依存度を強めかえって内生的な開発力を引き下げる ）。同じ事情は
イノベーションの担い手にも当てはまる。研究開発部門での就労者総数に占める科学部門
の就労者数の比重は体制転換期を経て急減しており、実際の人数では 年に ％
減少している。 年に工業企業 社でしか研究部門が組織されておらず、この企業数
は全体の ％であり、イノベーションを行っている企業の ％であった
。こうしたイノベーションへの動機付けの低さの最大要因は、競争圧力が低い
こと、さらに価格、質への関心は強いが革新に向かわないことである。ただし、この事情
は部門間で異なる。情報機器、電子通信関係では相対的に新製品に対する関心は強く自社
の競争優位が見られるが、木材加工、建設資材、食品、輸送機器、設備生産では関心は低
く競争相手の優位性が観察される。
さらに、ロシア企業のイノベーションに対する考え方では、世界的に重視される組織イ
ノベーション、マーケティングイノベーションに対する関心が技術イノベーションに比し
て劣る ）。組織イノベーションに関して、職員の啓発や品質管理の改善などの既存の組織
再編は多くの企業（ ％以上）で試みられても、戦略的提携、ガバナンス改革、研究部門
の設置、労働時間の弾力化など新しい組織再編に対してはきわめて保守的である。マーケ
ティングイノベーションに関しても、製薬や食品で競争圧力が強いが、部門間格差が存在
しており、概して伝統的にマーケティングの役割を軽視したことから、スキル形成、要員
確保が必要になっている。それにもかかわらず、組織イノベーション、イノベーション全
体、経営パフォーマンスは結び付けられて理解されており、この結びつきは、器具製造、
軽工業、化学では相対的に低いが、設備生産、 、金属、電子通信、自動車では相対的
に高い。以上から、少なくとも、企業は技術と組織イノベーションについて、 、金属
では両方への関心が強いが、機械・設備生産、自動車では技術面に傾斜し、軽工業、化学
では組織面に傾斜し、器具製造はいずれにも関心は低い 。
結果として、ロシア企業の多くは既存製品・技術のコピーに関心が強く（工業で
％、サービスで ％）、次いで組織再編に関心が強いが、新製品に関心をもつ革新
的企業の比重は相対的に低い（工業で ％、サービスで ％）。そのうえ、ロシア企
業の多くは長期的なイノベーション戦略を持ち合わせていない。いかなるイノベーション
であっても 年以内の戦略であり、かつそのうち 年あるいは半年未満という期間設定も多
く、異常な短期志向性と言わざるを得ない。革新的な商品の生産および費用規模の見通し
でも取引額の ％を超えるものは ％ほどにすぎず、規模の制約は強い。
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．イノベーション制約要因としての市場の質
市場の質理論
ロシアにおける政策の変異性は推進主体の国家の存在、国家とビジネスの相関ととも
に、イノベーションをめぐる経済組織・制度のあり方、多様な経済主体の利害を結びつけ
る市場の制度構築の不安定性、市場の質の低さに起因する。前節での企業の動機づけの低
さと競争環境の欠如はそれを指し示している。ここでは、市場の質がいかにイノベーショ
ンを制約するのか、さらにロシア市場はどのような質をもちイノベーションに影響するの
かを考察しよう。
イノベーションは分権的なイニシアチブ、大きな報酬、競争、多数の実験、十分な蓄積
に立脚する以上（ ）、技術進歩をイノベーションとして伝播させる
市場が不可欠の要素となる。市場の質 ）とは効率性と公平性から価格、資源配分、取引
において健全な市場を指し、それは市場における調整機能を有する制度、インフラストラ
クチャに依拠する。市場のインフラは 市場が機能する社会構造のネットワークの総体で
あり （ ）、大きくは二層の制度体系により把握される。第 次インフ
ラ（ ）はルール、法、政策であり、公平なルール下での競争が市場
の質を規定する。第 次インフラ（ ）はそうしたルールに実効性
を付与する諸条件の整備に相当し、法遵守意識、市場に参加する経済主体としての成熟
度、意識を規定する文化や下位文化、さらに組織・制度・ガバナンス、慣習・伝統もまた
それに加わる（ ）。市場の質は適切にコーディネートされた市場イ
ンフラを前提にするが、それはイノベーションに不可欠の存在であると同時に、イノベー
ションそれ自体によってコーディネーションが崩れる場合には市場の質そのものも低下
し、経済危機を引き起こす。イノベーションは情報の非対称性、市場インフラにおける調
整・ガバナンスの失敗（市場の失敗）により市場の質の低下を引き起こすために、それに
対応した市場インフラの再編が必要となる （ ）。つまり、市場の質は市
場インフラそのものに規定されるとともに、イノベーションの結果生じたインフラにおけ
る調整力の喪失や情報の非対称性といった社会変容にもまた規定されることになる ）。
では、市場の質を測る基準をどこに求めるのか。 （ ）は新しい金融ツールを
制御しえない市場インフラの脆弱さ、超短期の収益を重視するコーポレートガバナンスに
注目し、それを引き起こす情報の非対称性、インフラにおける調整の失敗が市場の健全さ
を損なうと見る ）。では、ロシア市場の質はどのような水準なのか。 （ ）
に依拠すれば、インフラの つの層、すなわち法制度、さらに情報・経済主体と調整様式
がそれを規定する重要な条件になる。そこで、ここでは、 ルール・法・制度における市
場化の度合い、 法・制度の実効性の度合い、 経済主体の独自性と行動様式、 市場調
） （ ）による。
）市場インフラにおける調整は第 次インフラ（経済制度）に依拠して公平性と効率性の視点から行わ
れる以上、多様な調整のあり方が共存することを示唆しており、それはコーディネーションの型の違い
（情報共有型と情報分散型）により多様な制度配置を比較した （ ）の接近にも通ずる。
）矢野（ ）は における経済パフォーマンスとインフラの相
対値（ ）によってその水準を測っている。すなわち、インフラ度
合いに比してパフォーマンスが良い場合市場の質はよく、逆は逆である。この指標の比較はインフラが
その水準以上に効果的に作動している制度やルールの存在を推し量ることは可能であるが、必ずしも客
観的な指標とは言えず、例えばロシアは日本よりも高質であり、スロヴェニアに匹敵する水準の市場を
有していることになる。
整の有効性、 制度の相互補完性の存在の つの条件から位置づけよう。
第 に、ロシアの法制度は 年代に入り整備が進み、とりわけ株主の権利擁護に重心
をおいた会社法改革の経験に依拠すれば法制度は市場親和的になっている。もっとも、法
制度において、国家の規制・介入も大きく、かつ独占的な市場では競争が制約される。ロ
シアの に関する国際的な水準（ ）は どころ
か、 諸国との比較でも著しく低い。政府の法制度に対する影響が不十分であるため
に 基本的な権利は十分には保護されていない。…これは官僚が裁判決定に影響すること
ができるという広く知られた認識にあたる 電話の正義 のソビエト時代の表現を再現し
たものの利用と一致する （ ）。
第 に、法・制度の実効性（ ）は国家の質そのものを規定する。国家の質
を検証した （ ）によると、国家の能力は意思決定の確かな実施を保証する能力
を意味し、国家の質は に相当するものであり、それは公務員が公正かつ
公益のために奉仕する度合いと理解されている。体制転換後の動揺した国家を強めること
に焦点をあてたプーチンの政策は、伝統的な 抑圧のレジーム 、権力の再集権化に依拠
しており、法の支配という側面では国家の能力は、財政能力が強まったにもかかわらず、
十分に強められることはなかった。つまり、プーチン下で国家の能力も国家の質も改善さ
れなかった。世界銀行の （ ） は つの指標で世界
カ国以上のガバナンスを評価しているが、ロシアは政府の効率性、 、汚
職、政治的安定性で順位を落としており、とても改善しているようには見えない。何が国
家の能力と質の劣化させるのか。 （ ）は構造的要因として、ソ連社会主義の遺
産と資源の呪いを考察し、旧社会主義国すべてが同じ結果を導いているわけではなく、か
つ産油国が共通して国家を弱体化させているわけではないことから、劣化の独自の要因と
して組織的要因を重視する。すなわち、世襲的な行政に依拠する官僚のタイプ、市民の関
心が薄いモニタリング、公益行動を奨励しない組織は、ソ連の遺産や資源の制約といった
構造的要因を、国家の質を劣化する方向に働かせる。プーチン時代当初に、法制度改革や
行政改革が指し示すように能力と質の両方を引き上げる試みがとられたが、権力を掌る警
察・軍・安全保障といった官庁（ ）を分析して、権威主義的な国家建設
プロジェクト、 上からの導き が組織的要因を構造的要因に結びつけ、政策は強硬路線
に転じたのである（ ）。では、なぜ強硬化するのか。 （ ）は石油ガ
ス産業のレントを引き出すことに動機づけられた、つまり 国家を建設するよりも強奪す
ることにより関心があった （ ）と論じ、そのうえに外的脅威がその動機づけの根拠
に用いられた。
さらに、法・制度の実効性は、所有権の保護の度合いにも観察される。ロシアでは、政
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府サービスの取得やランセンス取得に法に定められた以外の支払いをする企業、所有権保
護に支払いをする企業、登記や消防・税査察に非公式の支払いを行う企業は圧倒的に多く
（ ）、このことは法の実効性が確保されていないことを示唆している。
私的利益のための公職の乱用（ ）に相当する汚職の大きさも
また市場の制度が不安定であることを指し示している（ ）。ロ
シアは汚職認知指数では順位が低いままであり、グローバル汚職バロメーターでも汚職が
増加するか同じと見るものが大半を占め、政策も有効ではないと見なされている。そのう
え、収賄者指数も調査 カ国中最下位であり、それは危機後も悪化さえ示している。汚職
の大きさは、企業の地位保全に 追加費用 が必要であることを示しており、それだけロ
シア市場の取引費用は異常肥大化する。
世界銀行の もまた市場の制度環境を示しており、ロシアは政府を挙げて
そのランキングの向上に努めた。 年まで 位台前後のきわめて低水準の市場を指し
示していたが、 年以降そのランクを上げ、とくに貿易の制度改善と電力アクセスにお
ける規制緩和によりロシアは 年に改善度では世界の上位に位置する。 年は
位にまで上昇しているが、このランクを高く評価することもできない。建設許可、小額
投資家の保護、貿易といった市場の根幹にかかわる制度の評価は低い。
もまた近年のロシアの成長と市場改革を評価する。ロシア
は油価の上昇と成長指向の強い経済政策および低位の公債依存に依拠して 年代に成長
し、税制改革、技術導入をもたらす直接投資への開放化もまた促進的であった。もっとも
政治的リスク、エネルギー以外の輸出産業創出の失敗と輸入代替戦略の不透明さからロシ
アの市場環境に対する評価は安定しない ）。このことは、 年からの
の評価・順位にも見てとれる。対象国数の違いもあり単純比較は
できないが、ロシアは 年以来おおよそ 位の間に位置している。 年に
は カ国中 位で、改善の兆候も観察されるが、市場の経済制度は必ずしも高い水準に
あるわけではない。金融市場・財市場の洗練度および制度においてロシアの地位は傑出し
て低い。制度のなかで、所有権、小株主の保護、警察の信頼性、紛争解決における法の効
率性、司法の信頼、知財といった基本的な制度の機能不全が観察され、過去 年間にわた
り概ね汚職、高い税率、金融へのアクセスの困難さ、税規制、非効率な官僚制がビジネス
障壁になっている。ここでも、市場における取引費用の異常肥大化と国家介入の大きさが
検出され、ロシア市場の質は低い。
第 に、市場の主要な担い手は国家化した企業と国有企業であり、国家の影響力、国家
のレント取得行動と市場を切断することは難しい。ロシアの主力産業が資源・エネルギー
である以上、ガスと石油のトップに位置するガスプロムとロスネフチに代表的な国家が保
有する垂直統合企業、国家による開発融資システム、それらに基づくナショナルチャンピ
オンが主要な国家資本であり、国家の政策・政治戦略を遂行する手段となる。 制度環境
）
（ 年 月 日アクセス）。
を改善する動機が強く制約されればされるほど、経済開発の課題を解決するための政府の
直接的な介入の習性は強まる 。
その結果、ビジネスと国家の間には独自のルールが形成される。この関係は、ロシアで
はエリツィン期の国家資産の払い下げに当たる民営化あるいはオリガルヒ型の政治に影響
する資本家の形成を目の当たりにして、国家捕獲（ ）現象と理解され、汚職
がその象徴的な指標と見なされた。国家捕獲は 公的官僚に不法な私的利益を提供するこ
とで自身に有利になるように国家の法、政策、規制を作り出す企業の取り組み
（ ）と定義される。捕獲企業と官僚の間で相互に利益を取
得することによって、企業が弱いガバナンスの政府をして市場競争制限的な制度を構築し
た。国家資産が私企業に有利に譲渡されるという悪循環を断ち切ることは極めて困難であ
るが、東欧諸国が 加盟をアンカーとすることで市場の制度を整備し法制度の遵守を強
制し国家捕獲を減じたが、対照的にロシアは分配されるレントが枯渇するときに国家捕獲
は危機に至り、かつプーチン大統領により国家の手を強めることで国家捕獲は後退した。
国家化の強まりにもかかわらず国家捕獲が消えたわけではなく、連邦政府に属する企業
がほかの企業よりもより強いロビー活動を行うことができるようになり、プレーヤーに変
化が生じただけであった（ ）。あるいは、国家とビジネ
スの間には 交換のシステム が形成され（ ）、市場のリスクと不確実性
はそれにより減じられた（ ）。継続的に存在する汚職がそれを証明し
ている。それにもかかわらず、 年ユコス社の接収（事実上の国有化）に象徴的
であるが、 年代以降の国家の強い手は、国家捕獲とは逆のビジネス捕獲（
）をもたらした。
ロシアの反独占規制、競争法は欧州をモデルに施行されているが、国内生産者のリスク
を最小にし、企業合併を通した構造再編を進めるために、大規模な独占体の創出（例えば、
アルミニウム、セメント）を容認している。また、政府発注に関して、
は、 年以降に透明で汚職対策を意図した完全競争市場型の新しい政府発注法
が施行されたが、この法は必ずしも汚職を排除せず、標準的な財については肯定的な結果
をもたらしたが、特殊かつ複雑な財については逆効果で、当該機関の政治的力に依存して
結果が異なることを実証している。納入者の事前選抜、不況期の国産優先などが新法の要
求基準に勝る結果であった。新法は競争を強める刺激を与えても、単一のモニタリングを
編成できず、逆に取引費用を高め、市場の特性に対する配慮を欠くものであった。国家利
害が強まる傾向にあってもなお、私的資本の利害も十分に強く作用している。こうして、
市場親和的な制度は、企業が国家化のなかで交渉費用を払って取引費用を引き下げるべく
行動し、それが制度の実効性を引き下げる。
第 に、ロシア企業は国際的な資金調達を行うが、それはロシアに資金流入と資金流出
を同時にもたらす（ ）。国内金融と国際金融の並列、オフショアを経由し
た資本循環は市場調整の有効な作動を困難にする。多くの企業はオフショアスキームを用
いて大規模な税未払いに関与し、コスト削減と国際金融のためにオフショア圏に海外子会
社を有している。そのため、たとえ政府が世界経済危機の際に国内の金融機関や企業の対
ロシアにおけるイノベーション政策と市場の質
外債務に対し資金注入を行ったとしても、その一部は多国籍企業（銀行）の企業内国際金
融に対する直接的な支援を意味していた。ロシア政府は反オフショア化を進めている ）
が、私企業だけではなく国家資本も深くオフショアを組織の結節環に用いているという事
情を考慮すれば、また国際金融を資金調達の経路に利用し、国内金融市場は成熟していな
いという事情を考慮すれば、市場調整の実効性は制約される。
市場の制度・ルールの不透明性と不安定性、実効性の欠如とそれに対処する非公式化・
汚職などの交渉行動への傾斜、国家に傾斜した経済主体と国家介入の正当化、さらに市場
調整を機能不全にする資金調達と多国籍化の行動、これらは相互に結びつくことで補完関
係（ ）を作り出している。市場の質の劣化により高騰化す
る取引費用を補完する国家介入と国家・ビジネス関係の制度・ルールは交渉費用を払うこ
とで取引費用を減価させることが可能となり、そのことが質の低い市場の温存を可能にす
る。ロシアのイノベーション政策が国家主導化するのもまた、こうした市場の質の低さに
よりイノベーションに不可欠の分権的なイニシアチブ、大きな報酬、競争、多数の実験、
蓄積を確保できない以上、企業は市場での競争指向のイノベーションに適合するのではな
く、国家のイニシアチブと財政との結びつきに依拠したイノベーションに反応して行動し
ている。市場の質の劣化と国家主導性こそが相補的であり、それがソ連の制度上の遺産の
うえに観察されるとすれば、ロシアのイノベーション政策は経路依存的に現象せざるをえ
ない（ ）。
プレーヤーと市場の質
市場の質が売り手と買い手を繋ぐパイプの質を意味するとすれば、それにふさわしく売
り手、買い手が行動するのかもまた市場の質を測定する場合に欠かせない視角となる。概
していえば、供給サイドの中心には企業（生産者）がすわり、企業家精神が不可欠であ
り、それが醸成されるには、自ら意思決定を行うことが可能となる分権的イニシアチブ、
巨額の報酬、競争、広範な実験、柔軟な融資が日常的に必要になる（ ）。イ
ノベーションの基盤になる研究開発主体（研究機関、高等教育機関）もまた発明・発見を
イノベーションに転化する基盤になる。これに対し、需要サイドは投資および消費構造に
立脚するが、究極的には消費構造が規定的な役割を果たす。
ロシア市場における最大の特質は、供給サイドが推進力の役割を果たしている点と、供
給者においても需要者においても中心に位置するのは国家であるという点にある。国家機
関（政府系企業、国家化する研究機関）および国家投資が中軸的な革新者であるととも
に、需要サイドでも政府調達がイノベーションを進める触媒になる。スコルコヴォのよう
な孤立したイノベーション地域、地方政府が推進する地域クラスターの設定もまたこの事
例になり、このことは国家主導および供給サイドのイニシアチブでロシアのイノベーショ
ンが推進されていることを意味する。
） 年初から支配外国会社法を施行し、ロシア法人・個人が海外（オフショア）に保有する企業
（銀行）に直接課税される。
）外国のプレーヤーとの競争が存在する部門で観察される。
）ズベルバンクの 年の調査では、月 ドル以上の所得層を中間層と見なし、科学アカデミー
社会研究所の評価は、およそ ％ 万人を中間層と見なしている 。
国家投資（国家供給）がイノベーションの主要源泉であるにもかかわらず、その動機づ
けは国家にだけ立脚するわけではない。ロシアであっても、政府発注など国家による強制
的な動機づけはイノベーションに効果がなく、圧倒的に垂直的な動機づけ（消費者および
取引業者の要求）と競争すなわち、水平的動機づけ ）がイノベーションに強く作用する
と実証研究で結論されている 。またロシア市場
の内需を支える巨大な消費に関して上位および中位の所得層の拡大、中間層の広がりが観
察され、その影響力は大きい。所得・資産、社会的・職業的地位、自己アイデンティティ
の つの基準からいずれの条件をも満たす中間層は ％に過ぎないが、少なくともいずれか
を満たすものは ％になり、それにはビジネスマンだけでなく、国家官僚、国家企業経営
者、軍幹部、専門家および若年の技能職、大中私企業経営者、科学関係エリートなどが含
まれる ）。モスクワなど大都市におけるその規模は大きく、かつ都市への流入も大きく、
都市経済のロックイン効果 （大泉 ）は大きい。消費性向は強まっており、人的
資本形成が重視され、それがイノベーションへの刺激を強めている。この場合、企業組織
がイノベーションを正当に評価し、それを職務・職階や賃金に反映させるだけでなく、外
的コンタクトを効率的に行うことができる場合に、イノベーションを効果的に行うことが
可能となるという実証研究が得られており、需要サイドの影響は大きくなっている
。
もっとも、こうした変化を過大に評価することもできない。ロシアの中間層の国家依
存・公務員依存は大きく、必ずしも市場指向性が強いわけではない（溝端編 ）。ま
た、需要サイドの圧力それ自体も必ずしも強いわけではない。豊富な資源環境下でエネル
ギー効率は低く、スマートシティのような環境にやさしい都市・消費生活に対する需要は
低い（ ）。政府と供給サイドに傾斜したロシアのイノベーションプレー
ヤーに対し、企業・非政府機関および需要者を重視した政策が不可欠になっており、後者
の需要サイドのプレーヤーの存在こそが競争環境を生み出し、市場の質を高めると考える
ことができる。
おわりに
体制転換から四半世紀を経て、ロシア市場は安定的に見え、それを背景にして 年代
半ば以降イノベーション政策を基盤にした政策が 近代化 の要請と重なって重視される
ようになっている。多くの政策が折り重なるように提起されたが、それはロシアの伝統的
な手法に依拠したものであり、移行社会ロシアに独自のナショナル・イノベーション・シ
ステムの構築を指向している。そこでは、国家の主導的な役割が重視され、特定の分野を
選択する伝統的な産業政策型政策が選択されている。異常肥大化した国家の役割は、市場
ロシアにおけるイノベーション政策と市場の質
の弱さ・質の低さを反映したものでもあり、経路依存的な政策の発現であった。
政策の実効性は制約的であり、 （ ）はその効果の欠如、空転する政策を示
唆している。これに対し、政策主体のロシア経済省は肯定的な結果に注目する。国家主導
であっても地域クラスターの形成、インキュベータの形成、大学・研究機関の改革と研究
開発職の創造、外資主導であっても自動車産業におけるイノベーション投資の進展はいず
れも肯定的な結果ということができる。しかし、公式統計および実証研究はいずれも、民
間領域でのイノベーションの浸透の困難さ、官に傾斜した構造、制度・市場環境の拙さ、
さらには投資と研究開発の担い手の脆弱さを明らかにしている。伝統的に高い水準にある
教育がイノベーションに結びつかないといった、ロシア市場の構造上の問題が浮かび上が
る。
本稿の最大の独自性は、イノベーションの構造上の問題を 市場の質 から位置づけて
いる点にある。市場の制度・ルールの不透明性と不安定性、実効性の欠如とそれに対処す
る非公式化・汚職などの交渉行動への傾斜、国家に傾斜した経済主体と国家介入の正当
化、さらに市場調整を機能不全にする資金調達と多国籍化の行動、これらは相互に結びつ
いて市場の質を劣化させる。市場の質の劣化により高騰化する取引費用を補完する国家介
入と国家・ビジネス関係の制度・ルールは、交渉費用を払うことで取引費用を減価させる
ことが可能となり、そのことが今度は質の低い市場の温存を可能にする。ロシアのイノ
ベーション政策が国家主導化するのもまた、こうした市場の質の低さによりイノベーショ
ンに不可欠の分権的なイニシアチブ、大きな報酬、競争、実験、蓄積を確保できない以
上、企業は市場での競争指向のイノベーションに適合せず、国家のイニシアチブと財政と
の結びつきに依拠したイノベーションに反応せざるをえず、そうであるがゆえにロシアの
イノベーション政策は経路依存的に現象する。市場の質の低さ・国家主導・低いイノベー
ションは相互に結びついている。そのうえに、イノベーションの需要者・供給者として国
家が政策・市場に強く影響し、消費者、企業の影響力は限定的になる。
もっとも、異常肥大化する国家のなかであっても、グローバル市場のイノベーションと
競争の国内への浸透と、成長の産物としての消費者サイドからの影響力の高まりは避けら
ない。経済制裁と対抗制裁はグローバル市場との連関の重要性を再認識させるものであろ
う。グローバル市場のイノベーション水準と競争的な市場環境に相応して経済制度の改善
が進むことで、ロシア市場の質は高まり、市場のプレーヤーはイノベーションに動機づけ
られる。資本主義経済の教訓に依拠する限り、イノベーション政策と市場の高質化は相互
規定的な関係にあり、伝統的に市場を国家に代替させて 政治化したロシア もこの教訓
から逃れられそうにない。
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